
ドイツのフラウンホーファーモデルと 
我が国の新たなイノベーションシステムの 

構築について 
 

平成２７年４月９日 
経済産業省 産業技術環境局長 

片瀬 裕文 



１．イノベーションの全体像 

 イノベーションのためには、基礎研究から応用研究、製品化まで多数の主体が関わ
る長いプロセスが必要。 
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２００４年 
産総研において、酸化マ
グネシウム結晶素子で、
巨大トンネル磁気抵抗
（ＴＭＲ）効果を確認。 

２００４年以降、産総研と
キヤノンアネルバが共同
研究を実施し、量産化技
術を確立。 

２００６年以降、産総研と 
東芝による共同研究を実施。 

２００７年 
世界のテラバイト級ハードディ
スクの磁気ヘッドは、すべて産
総研とキヤノンアネルバが共同
開発した製造装置により作製。 

ＨＤＤ磁気ヘッド（テラバイト級ＨＤＤが製造可能に） 

ＭＲＡＭ（パソコン等の将来メモリ。パソコンの消費電力が９割減） 
２０１４年 
東芝で量産化を決定。（本年
中にサンプルを出荷予定） 

大学 

公的研究機関 

公的研究機関 

ベンチャー企業 企業 

基礎研究 事業化 応用研究、開発・実証 

企業（中央研究所等） 

１８５７年 
英国でケルビン卿が
磁気抵抗効果（外部
からの磁界で抵抗
が変化）現象を発見。 

１９９５年 
東北大で宮崎らがト
ンネル磁気抵抗（Ｔ
ＭＲ）効果を発見。 

＜具体例（スピントロニクス）＞ 

（競争を勝ち抜く必要性） 
“ダーウィンの海” 



２．世界のイノベーションシステムの基本形 
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ベンチャー企業 

☆ベンチャー企業の買収により新しい技術・アイディアをとりこみ事業化  (Acquisition&Research&Development) 

企業 
大学・ 

基礎研究機関 

企業 

☆研究機関が企業の投資判断可能なレベルまで国費で研究開発を実施し、 
研究委託や人材流動化を通じてその成果を取り込み事業化 

スピンアウト 

人材流動 

買収 

企業からの受託 国
費 公的研究機関 

研究委託 

米
国
の
中
心
的

な
パ
タ
ー
ン 

独
等
の
中
心
的
な

パ
タ
ー
ン 

人材流動 

大学・ 
基礎研究機関 企業 

共同研究 

☆共同研究成果の技術を新製品や新事業に活用 

- ナショナル・プロジェクト 
-  個別企業と大学 等 

大学・ 
基礎研究機関 

３．「共同研究による橋渡し」 

２．「ベンチャー企業による橋渡し」 

１．「公的研究機関による橋渡し」 

ファンディング機関 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 
基礎研究 事業化 実 証 応用研究、開発 



３．ドイツ フラウンホーファーの特長 
■  欧州において好調なドイツ経済を支える「イノベーション・エコシステム」においては、応用研究を行う公的研究機関である「フ    

ラウンホーファー」が産学の「橋渡し」機能を果たしている（独国内に67の研究所、職員約2万3千人）。 

■  ドイツ経済の屋台骨をなす中堅中小企業に対して、きめ細かな研究開発サービスを提供することにより、”Hidden Champion”
（世界的なニッチトップ企業）への成長の技術的基盤となっているほか、大企業の新製品開発においても重要な役割。 

■  フラウンホーファーの人員、予算規模は、産業界のニーズの増大に対応する形で、近年拡大。また、2012年のドイツの「最も  
 魅力的な職場ランキング」においてNo.1に輝いている。 

■  成功要因として①的確かつ明確なミッションの設定、② ミッション実現に向けたシステム全体の最適化があると考えられる。 

■  年間約20億ユーロ（約2700億円）の予算のうち、約7割が外部資金（企業から約４割、公的プロジェクト約3割）。資金調達のう                          
 ち、企業からの資金獲得を最も重視。 

 

 

  

出典： フラウンホーファーのプレゼンテーション資料を経済産業省が日本語訳等して作成。 

   ◇ 企業との連携確立 
    ・ ニーズ把握に基づく研究 
    ・ 企業からのコミットメント獲得 
    ◇大学や基礎研究機関との連携確立 
    ・ 所長、部門長は大学教授を兼務 
    ・ 博士課程学生の積極受け入れ 

   ◇評価基準 
    ・ 企業からの受託研究額

を重視 

   ◇知財戦略 
    ・ 研究機関が知財を所有し 
     企業にライセンス 

（1） 職員数の推移 
職員内訳（人数） 
 

科学者、技術者、
事務スタッフ 

卒業予定者、学
生 

実習生 

研修生、奨学生 
 

（2）予算額の推移 
 単位（百万ユーロ） その他の収入 

欧州委員会 
 

連邦政府、州政府 
 

産業界からの収入 

基礎予算 

 ミッション実現に向けたシステム全体の最適化 
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３．ドイツのイノベーション・システムの全体像 
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中小・中堅企業 

産業応用機関 産業界 

 
     
      受託研究  

（企業Aから100％提供） 

 

『企業の投資判断の下での研究』 

コ
ア 

将
来
の
事
業
ニ
ー
ズ 

・  産業界から受託可能できる分野
を目利き。 

・  コア技術は知財化・保持、多方面
に展開 

   大企業 

中小・中堅企業 

中小・中堅企業 

中央研を 
縮小・廃止 

基礎研究機関 

大 学 

マックス 
プランク
（MPG） 

『5-10年後、産業界に売れ
る技術分野を目利き』 

所内研究 

知財化 

知財化 

知財化 

事
業
化
に
向
け
て
技
術
・リ
ソ
ー
ス
が
不
足 

コ
ア 

有
望
な
技
術
シ
ー
ズ 

 
     
      受託研究  

（企業Bから100％提供） 

 
      受託研究  

（企業Cから100％提供） 

強力なマーケティング機能 

事
業
化
へ
の
移
行 

企業受託研究額を最重視、予算配分反映 【FhGの仕組み】 

フラウンホーファー（FhG） 
州の公的研究機関 

産業応用を担う工科大学 

基盤助成 
（連邦・州） 

中小企業の公的 
研究機関・大学の
活用に向けた助成 
（連邦・州） 

 国際展示会の出展支援、 
 海外市場視察ツアーの実施、 
 個別相談等の支援 
（州政府傘下の実務機関（公社等）） 

技
術
シ
ー
ズ
の
汲
み
上
げ 

（
ア
カ
デ
ミ
ア
と
の
広
範
な
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
） 

スピンオフ・ベンチャー 

基礎研究 応用研究・開発       実証 事業化・販路開拓 

・基盤助成 
  （連邦・州、全収入の1/3） 
・競争的資金 
  （連邦・州・EU、全収入の約1/3） 

クロス・アポイント 

博士課程学生 
人材 

流動化 

人材流動化 

地域でのクラスターによる相互連携 



４．我が国のイノベーションシステムの強化に係る基本的考え方 
 産総研、ＮＥＤＯを先行的に改革し「橋渡し」機能を強化。産総研をフラウンホーファー型に改革し、ＮＥＤＯの

研究開発のマネジメントをＤＡＲＰＡ（※）型に転換。  （※）ＤＡＲＰＡ：アメリカ国防高等研究計画局 

 企業内部にはない技術を公的研究機関、大学やベンチャー企業等から取り組む「オープンイノベーション」の
推進。 
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企業 
人材流動 企業からの受託 国

費 公的研究機関（日本では産総研等） 

研究委託 独
等
の
中
心
的
な

パ
タ
ー
ン 

人材流動 

大学・ 
基礎研究機関 

１．「公的研究機関による橋渡し」 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 

基礎研究 事業化 実 証 応用研究、開発 

ベンチャー企業 

☆ベンチャー企業の買収により新しい技術・アイディアをとりこみ事業化  (Acquisition&Research&Development) 

企業 
大学・ 

基礎研究機関 

スピンアウト 

買収 

米
国
の
中
心
的

な
パ
タ
ー
ン 

２．「ベンチャー企業による橋渡し」 

大学・ 
基礎研究機関 企業 

共同研究 
- ナショナル・プロジェクト 
-  個別企業と大学 等 

３．「共同研究による橋渡し」 

ファンディング機関（日本ではＮＥＤＯ等） 

☆共同研究成果の技術を新製品や新事業に活用 

橋渡し機能の強化 企業のオープンイノベーションの強化 



① 応用研究を前期段階と後期段階に分け、原則として前期段階は国の資金により、後期段階においては企業からの
受託により研究を実施（事業化のコミットメントの最大化）。  

② 企業からの獲得資金を評価指標とした上で、現行（約４６億円／年）の３倍（約１３８億円／年）とする目標を設定。 
③ 前期段階では、マーケティング機能を強化し、将来の産業ニーズ等を反映した研究を集中的に実施。 
④ 大学から人材を研究室ごと受け入れることなどにより技術シーズを積極的に取り込む。 
→ 2015年度からの中長期目標、中長期計画に反映し、改革を実行。 

  

「橋渡し」 
につながる 
目的基礎 

研究 

産業技術総合研究所 
「橋渡し」を主要ミッションとして明確化 
「橋渡し」について企業からの獲得資金を重視した評価 

産業界 大学等 

大 学 

研究室ごと 
受入れ 

優秀な博士課程学生
の受入れ 

独自研究 
 
 

 
 
 
 

マーケティング
機能強化 

ク
ロ
ス
ア
ポ
イ
ン
ト
メ
ン
ト
制
度 

受託研究 

「橋渡し」研究者への 
インセンティブ付与 

戦略的知財管理 

受託研究 

事業化の
コミット 

育成・支援 

ＮＥＤＯや 
公設試との連携 

 

大企業 

中堅・中小企業 

ベンチャー 

受託研究に 
結びつく研究： 

前期段階 

企業のコミットメント 
を得た研究： 

後期段階 

基礎研究 事業化 応用研究、開発・実証 

産業ニーズと技術動向
を踏まえた研究テーマ

の設定 
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５．（１） 産総研の「橋渡し」機能強化 



○ＮＥＤＯの研究開発のプロジェクト・マネジメントをDARPA（＊）型に転換 
①現状技術の延長にない非連続な研究開発を推進する。 
②異なる技術を競わせながら、必要に応じ、アワード方式も活用し、研究開発を進める。 
③研究開発の進捗に応じ、技術を評価し、取捨選択するとともに、プロジェクトの参加メンバーも柔軟に入れ替えながら 
  研究開発を進める。 
④以上のような研究開発マネジメントを行うため、プロジェクトマネージャーを設け、権限・裁量を付与する.。 

NEDOの中期目標等を見直し、2015年度から改革を実行 

（＊）DARPA（米国国防総省・国防高等研究計画局）：国防総省の中で非連続なイノベーション（インターネット、GPS、マッハ20の飛行機等）を担当。 
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５．（２） ＮＥＤＯの「橋渡し」機能強化 

【従前】 
まず、技術シーズを特定した上で、研究開発目標を設定、 
達成を目指す。 

【DARPA型】 
 まず、非連続なイノベーションの創出を目的とした研究開発目
標を設定したうえで、異なる技術を競わせながら、目標の達成
を目指す。 

○中堅・中小・ベンチャー企業の新規採択に占める割合（現在１割程度）を２割とする目標  
  を設定し、これらに対する支援を強化 

要素技術 

目標 

設
定 

× 

目標 

要素技術 



戦略分野コーディネー
ターが大企業のニーズ
を踏まえマッチング 

地域の 
産業支援機関 

公設試 

産総研 
地域センター 

産総研 
本部（つくば） 

地域の中堅・中小企業 

【販路開拓等の支援】 

公設試 公設試 

戦略分野コーディネーターの重点配置 

産総研併任職員配置 
（産総研支部（窓口）設置） 

全国レベルで対応 

NEDOイノ
ベーション・
プラット
フォーム 

産総研 
地域センター 

産業連携専門家の一体運用で、全国大
の研究開発・技術指導サービスを提供 

  技術相談    橋渡し研究
機関を活用
した中堅中
小企業の研
究開発に対
する支援 

橋渡し機能
強化のため
の施設整備 

（１） 産総研と公設試の連携による全国レベルでの橋渡し機能の強化 
 ① 産総研及び公設試の橋渡し機能強化 

 ② 産総研と公設試相互間の連携確立 

  ・ 公設試に産総研併任職員を配置  

  ・ 産総研による公設試内の橋渡し人材の育成 

  ・ 産総研と公設試相互間の情報共有（先端技術情報、企業ニーズ 等） 

（２） 戦略分野における産業専門家による全国レベルでのマッチングの実現 
  産業専門家（戦略分野コーディネーター）の公設試への重点配置 

（３） 橋渡し研究機関を活用した中堅中小企業のオープン・イノベーションの支援 

技術的知見を有する専門家が、
販路開拓等を支援 

大企業 

取組内容 

・技術シーズと
のマッチング 

・研究開発 
・技術指導  
   

新市場の開拓 

オープンイノベーションの推進 

先端技術活用による 
製品やプロセスの革新 

     クロス・ 
アポイント 

大学 

５．（３） 地域イノベーションを推進するための「橋渡し」機能強化 
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６．オープンイノベーション推進に向けた取組（１） 
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控除率大幅引上げ 
（現行12%） 

試験研究費の増加額 
  ×増加割合（5～30%） 

【増加型】 【高水準型】 
選択 

＋ 

＜控除上限＞ 

法人税額の10％ 

法人税額の25％ 

【総額型】 
試験研究費の総額×８～10％ 

中小企業は、一律12％ 

売上高比10%超の試験研究費 
 ×控除率（※1） 

※1 （試験研究費割合-10％）×0.2 

※ １年間の繰越控除制度を廃止 

＋ 

【オープンイノベーション型】 
法人税額の5％ 特別試験研究費×20％又は30％（※2） 

※2 大学・特別試験研究機関等との共同・委託研究  ：30% 
    企業間等（中小企業からの知財権使用料等の追加）：20% 

総額型とオープン
イノベーション型
を別枠化 

○ オープンイノベーション型の抜本的拡充（控除率大幅引上げ・控除上限別枠化・対象費用拡大）（恒久措置） 
○ 総額型とオープンイノベーション型をあわせ、控除上限３０％の確保（総額型２５％＋オープンイノベーション型５％）（恒久措置） 
○ 繰越控除制度は廃止。 

新制度 

控除上限は、 
あわせて３０％ 

対象費用
追加 

改正概要 

＜適用期限＞ 

平成28年度末まで 

恒久措置 

恒久措置 

１．研究開発税制の強化・重点化 
企業のオープンイノベーション（外部の技術・知識を活用した研究開発）を促進し、企業（大・中堅・中小・ベンチャー企業）・橋渡し研

究機関・大学等が各々の機能を発揮しつつ有機的に連携するイノベーション・ナショナルシステムの強化を図るため、控除率を大幅に
引き上げるとともに中小企業の知的財産権の使用料等を対象費用に追加するなど、オープンイノベーション型を抜本的に拡充。 



６．オープンイノベーション推進に向けた取組（２） 
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２．クロスアポイントメント制度の導入 

３．オープンイノベーション協議会の設立（平成２７年２月１２日） 
 

 （１）設立趣旨 
  オープンイノベーションの推進事例の共有や啓発・普及活動、政策提言などを実施するため、民間事業者が主体となった協議会を設立。 
 

 （２）役員等 
     会長：コマツ野路会長 
     幹事：オープンイノベーションに積極的な企業のトップ・役員が就任。 
       （日立、三菱電機、東芝、トヨタ、富士フィルム、東レ、LIXIL等の役員クラス、  
        中堅・中小ベンチャー（GNT企業等）のトップ） 
    会員：企業会員２０３社、賛助会員（大学、研究機関、自治体等）５４法人が参画（平成２７年３月２６日現在） 。 
    事務局：NEDO 
 

 （３）具体的活動内容 
    ①会員間におけるオープンイノベーションの推進事例の共有 
    ②海外のオープンイノベーション動向の把握 
    ③会員企業以外への啓蒙普及活動 
    ④政策提言 

⑤オープンイノベーション白書の作成 
⑥重要分野におけるオープンイノベーションの推進の検討 
⑦大学・研究機関等との交流の促進 

クロスアポイントメント制度の基本的枠組みと留意点について、
制度官庁との協議を経て、経産省・文科省が取りまとめ、公表。 
（平成２６年１２月２６日） 

（１）従来の限界 

（２）新しい制度 

派遣先機関の業務は全勤務時間の２０％程度が限度。 

派遣先機関の業務との従事割合は自由。 

大学・研究機関・ 
企業等 

（出向先） 

研究者 

雇用契約 雇用契約 

クロスアポイントメント協定 

出向先業務 
（例 従事割合５０％） 

出向元業務 
（例 従事割合５０％） 

給与、社会保険料等 

負担分の支払 

給与支払 

大学・研究機関・ 
企業等 

（出向元） 



７．我が国のイノベーションシステム構築に向けた残された課題 

 イノベーションシステム構築に向けた残された課題 
• 基礎研究力の強化・大学改革 
• 死の谷、ダーウィンの海を越え、イノベーションを起こすサイクルを回していく仕組みの構築 
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“死の谷” 

困難 

容易 
資
金
調
達
の
容
易
さ 

大学 

公的研究機関 

公的研究機関 

ベンチャー企業 企業 

基礎研究 事業化 応用研究、開発・実証 

企業（中央研究所等） 

（競争を勝ち抜く必要性） 
“ダーウィンの海” 



８．新たなイノベーションサイクルの構築（１） 
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地域企業 
世界市場 中核企業 

人材 

企業収益の拡大 研究資金 

技術の橋渡し 
事業化 

ダーウィンの海 死の谷 

国／地方自治体 

関
連
企
業 

関
連
企
業 

関
連
企
業 

地域金融機関 

支援 
支援 支援 

大学 産総研 

連携 



８．新たなイノベーションサイクルの構築（２） 
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人口統計 企業間 
取引データ 

医療・ 
福祉統計 

業界別 
経済統計 

（３）地域経済分析システムの活用 
  地域経済データ分析システムを、イノベーショ

ンサイクルの形成を支えるインフラとするた
め、データの範囲を地域資金循環等に拡充 

（１）「オープンイノベーションアリーナ」の形成 
  革新的な基礎研究を担う大学、橋渡しを担う産総研、実用化・製品

化を進める企業が集結するオープンイノベーションの拠点（オープン
イノベーションアリーナ）を整備 

（２）地域の中核企業育成及び産業集積の形成の促進 
 中堅企業も対象とした研究開発支援の抜本的拡充 
 量産段階のリスクマネー調達を支援する（地域）金融機関と
中堅・中小企業とのマッチング支援 

 中堅・中小企業の標準策定支援 

地方発のイノベーションで 
世界の市場を獲得！！ 

地域企業 

銀行 

地方自治体 

大学 産総研 

地域企業 

銀行 

地方自治体 

大学 産総研 

地域企業 

銀行 

地方自治体 

大学 産総研 

https://www.google.co.jp/url?q=http://www.cbrc.jp/~kameda/&sa=U&ei=JSKHU62JKsHt8AW3n4LYCQ&ved=0CDAQ9QEwAQ&usg=AFQjCNGFWEVJQu2PtY_VgGJhVZhUYLSK7Q
http://www.city.sapporo.jp/ncms/shimin/heiwa/rekishi_senseki/senseki/images/kakudai/10b.jpg
https://www.google.co.jp/url?q=http://www.cbrc.jp/~kameda/&sa=U&ei=JSKHU62JKsHt8AW3n4LYCQ&ved=0CDAQ9QEwAQ&usg=AFQjCNGFWEVJQu2PtY_VgGJhVZhUYLSK7Q
http://www.city.sapporo.jp/ncms/shimin/heiwa/rekishi_senseki/senseki/images/kakudai/10b.jpg
https://www.google.co.jp/url?q=http://www.cbrc.jp/~kameda/&sa=U&ei=JSKHU62JKsHt8AW3n4LYCQ&ved=0CDAQ9QEwAQ&usg=AFQjCNGFWEVJQu2PtY_VgGJhVZhUYLSK7Q
http://www.city.sapporo.jp/ncms/shimin/heiwa/rekishi_senseki/senseki/images/kakudai/10b.jpg


８．（１） “オープンイノベーションアリーナ”の形成 

 今後、日本企業がイノベーションを起こし、新たな産業を創っていくためには、革新的な基礎研究や人材育
成を担う大学、産総研のような橋渡し研究機関、実用化・製品化を進める企業が、それぞれの特徴・機能
を発揮しつつ、大学等における研究成果を育て上げ、様々な分野に展開可能な製品を創り出していくオー
プンイノベーションの拠点が必要。 

 このため、大学や産総研等の公的研究機関を核として、様々な企業や公的研究機関も参画できる、オープ
ンイノベーションのための仕組みとして、“オープンイノベーションアリーナ”を形成。 

 現在進めているナノテク分野の取組みを更に発展させつつ、他分野においても、大学の特徴ある基礎研究
を早期に実用化・製品化するために、多様な“オープンイノベーションアリーナ”が必要。 
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“オープンイノベーションアリーナ” 

イノベーションの加速 

公的研究機関、大学、企業の研究活動を拠点に集結。それぞれの強みを発揮しつ
つ、単体の活動では実現できないイノベーションエコシステムを構築。   
  

・各組織の専門的知見を結集させ、研
究開発を進化 

・イノベーションプロセスの短縮 
・知財戦略や出口戦略の一元化 

 大  学   企  業  産総研 

他の大学 

新たな知見 新たな産業 

基礎研究資金 教員・大学院生 

人員クロスアポ 

研究開発プロジェクト 産業技術 

先端基礎研究 目的基礎研究＋橋渡し 商品化 



８．（１）－１  “オープンイノベーションアリーナ”の具体的取組み 
つくばイノベーションアリーナ（TIA-nano） 
 ナノテクノロジー分野の世界最先端の産学官イノベーション集積を目指し、産業技術総合研究所、物質・材料研究機構、筑波大学、高エネルギー加速

器研究機構が中核となり、産学官の研究者を集結し、ナノテク分野の研究開発を集中的に実施(2010年度～)。 

 これまで、カーボンナノチューブ、パワーエレクトロニクス半導体（SiC）、MEMS技術を活用したマイクロセンサなど多くの研究開発とその実用化等の実
績をあげている。 

TIA-nanoの研究領域とコアインフラ 
（1期 2010～2014年度） 
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総事業規模 
（億円） 

連携企業数 
（社） 

特許出願数 
（件） 

論文発表数        (注)2014年は集計中。 

（件） 

外部研究者数 
（人） 

TIA連携大学院生数 
（人） 

ＴＩＡ－ｎａｎｏの成果（２０１１年～２０１４年） 



８．（１）－２ “オープンイノベーションアリーナ”の具体的取組み 
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連携によるGaNパワーエレクトロニクスの早期の実用化 

○名古屋大学は天野浩教授を中心にGaNの基礎研究に強み。産総研はデバイス化に強み。 
○名古屋大学、産総研が一緒に研究開発を行うことで、GaNパワーエレクトロニクスの早期の実用化を目指す。

このため、産総研・窒化物半導体研究センターを同大学内に設置予定。 

GaNの結晶成長など 
基礎・物性に関する研究 

名古屋大学 

デバイス化・実装など 
実用化に関する研究 

産総研 

クロスアポイントメント 
（人事交流） 

他大学、公的研究機関、企業等 

パワーエレクトロニクス技術の動向 

デバイス化し評価 

ＧａＮ結晶作製 

材料 用途 実用化 

Si(シリコン) 家電用など（低電圧・低周波領域） 実用化済 

SiC（炭化ケイ
素） 

電車等産業用（高電圧・中周波領
域） 

実用化されつ
つある 

GaN（窒化 
ガリウム） 

大出力通信・放送用（高電圧・高
周波領域） 

基礎研究段階 

－ 産総研・窒化物半導体研究センターの名古屋大学キャンパスへの設置 － 

パワーエレクトロニクスとは 
パワーエレクトロニクス（パワエレ）とは、半導体を用いて
電圧や電流、周波数を自在に制御する技術。従来の制
御技術に比べ、高い省エネ効果（ハイブリッドカーで10%、
地下鉄で40%の燃費向上）あり 。 

パワエレ 

パワエレ 

直流の 
電気 

交流の 
電気 

１００ボルト 
の電気 

５ボルト 
の電気 

変換例 使用例 



８．（２） 地域経済分析システムの活用 

 地域経済を真の意味で活性化させていくためには、地方自治体が、地域の現状・実態を正確
に把握した上で、将来の姿を客観的に予測し、その上で、地域の実情・特性に応じた、自発的
かつ効率的な政策立案とその実行が不可欠。 

 現在、地方自治体の戦略立案の礎となる「地域経済分析システム」の構築・実証をすすめてい
るところ。 

 地域経済分析システムの拡充は、イノベーションサイクルの形成を支えるインフラとして有効。 

Ｘ 

＜地域経済分析システム（実証中）＞ 

産業／観光／人口／自治体比較に関するデータ 
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＜企業別花火図＞ ＜京都府のメッシュ（流動人口）集計＞ 


	スライド番号 1
	１．イノベーションの全体像
	２．世界のイノベーションシステムの基本形
	３．ドイツ　フラウンホーファーの特長
	３．ドイツのイノベーション・システムの全体像
	４．我が国のイノベーションシステムの強化に係る基本的考え方
	スライド番号 7
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	６．オープンイノベーション推進に向けた取組（１）
	６．オープンイノベーション推進に向けた取組（２）
	７．我が国のイノベーションシステム構築に向けた残された課題
	８．新たなイノベーションサイクルの構築（１）
	８．新たなイノベーションサイクルの構築（２）
	８．（１）　“オープンイノベーションアリーナ”の形成
	８．（１）－１　 “オープンイノベーションアリーナ”の具体的取組み
	８．（１）－２　“オープンイノベーションアリーナ”の具体的取組み
	８．（２）　地域経済分析システムの活用

